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社会で活躍する障害学生支援プラットフォーム形成事業 

公募要領 

 

１. 社会で活躍する障害学生支援プラットフォーム形成事業（以下「プログラム」

という。）の背景・目的 

 

我が国の大学、短期大学、高等専門学校（以下「大学等」という。）における障害

のある学生への支援は、現場における個別の対応によるところが大きく、これらの積

み重ねにより支援方法やノウハウが蓄積されてきました。この状況を加速させる一

つの契機となったのは、平成 18 年の障害者の権利に関する条約（以下「障害者権利

条約」という。）の国連における採択及び翌年の日本国としての署名です。以降、国

内での体制整備が進み、大学等関係者の間で障害のある学生への支援に関する意識

が高まり、各大学等の現場での支援及び個別に蓄積されてきた知見や経験を共有す

るための連携等の取組も進みつつあります。 

しかし、まだまだ十分とはいえない状況にあり、以下に例示するような各大学等の

共通の課題も浮彫りになってきました。 

 

（共通の課題の例） 

 ・全ての学生が同等の条件で学べるようにするための教育環境の調整 

 ・初等中等教育段階から大学等への移行（進学） 

 ・大学等から就労への移行（就職） 

 ・大学等の連携を含む関係機関との連携 

 ・すべての教職員、支援補助学生等への研修・理解促進 

 ・支援情報の公開 

 

 これらの課題の克服には、引き続き多くの関係者の共通理解促進と支援手法に関

する調査・研究・開発・蓄積・普及等の取組の加速が必要です。しかし、各大学等が

それぞれ単独で取り組むだけでは限界があるため、大学等組織間、教職員などの関係

者間の協力により、障害のある学生への支援手法の開発・調査やルールの検討等が行

われること、すなわち、現状を正しく認識し、問題を共有するネットワークの構築と、

課題を適切に設定し解決していくための組織的アプローチが必要です。 

 

 本プログラムでは、将来にわたり障害のある学生への支援を支えていく組織的ア

プローチの土台としての大学等の連携プラットフォーム（以下「プラットフォーム」

と呼ぶ。）を形成する取組を支援します。 

 

 

２.本プログラムについて 

 

（１）本プログラムの申請対象となる事業 

【Ａ】 将来にわたり障害のある学生への支援を支えていく組織的アプローチの土

台となる大学等の連携プラットフォームを形成する事業を対象とします。な
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お、申請に当たっては、プラットフォームにおいて、以下のすべての取組の

推進を図る事業であることを明らかにしてください。 

≪申請書様式２の「３．事業の内容」に記述してください≫ 

 

① 大学等、福祉や労働行政機関、障害当事者団体、企業等との組織的なネット

ワークを構築する。 

② 障害のある学生への支援における課題の解決に向けて、職員や研究者その他

の関係者の有機的連携を先導する。 

③ 障害のある学生への支援の手法の開発・調査や、人材・設備・教材などの支

援リソースの共有手法の研究など、これまでの支援方法を発展させる取組を行

う。 

④ 得られた知見等の成果を集約し、全国の大学等に普及・展開を行う。 

 

【Ｂ】 加えて、以下に関する事項に留意して実施する取組を対象とします。 

 

①【事業目的・目指すべき姿】 

   １．の背景・目的をふまえて、申請する事業の目的や目指すべき姿が明らか

にされていること。 

  ≪申請書様式２の「２．申請の背景、事業の目的、事業を通じて何を目指して

いるのか。」に記述してください≫ 

 

②【第二次まとめを踏まえた具体的取組】 

   【Ｂ】①の事業目的や目指すべき姿を踏まえて、平成２９年３月に取りまと

められた「障害のある学生の修学支援に関する検討会報告（第二次まとめ）」

の中で示されたセンターにおける取組例（以下に記述）の内容に取り組む構想・

計画であること。 

※ 以下に記述の取組例のすべての実施を求めているわけではありません。【Ｂ】①の

事業目的や目指すべき姿を実現するために、必要に応じて取組例の実施や取組例の

趣旨を踏まえた取組を実施することを適切に構想・計画に取り込んでください。 

  ＜第二次まとめで示されたセンターにおける取組例＞ 

ⅰ 大学等からの相談に対しての専門的な助言の実施。 

ⅱ 専門的な知見・技術を有する支援人材の養成・派遣。 

ⅲ 支援補助学生の養成・組織化の促進，研修の実施，他大学等への派遣。 

ⅳ 点字やテキストデータ，字幕等の各種メディア変換教材等の作成・共有。 

ⅴ 障害のある学生を主な対象にしたインターンシッププログラムの開発・実

施。 

ⅵ 様々な分野で活躍する障害者を講師としたキャリア教育講座の開発・実

施。 

ⅶ 個別の支援情報に関する資料を活用した進学・就職の際の移行支援。 

ⅷ これらの大学等からの相談対応を踏まえた支援の手法や，人材や教材等の

共有，障害のある学生のためのプログラム・講座の開発・実施等をとおして

蓄積されたノウハウを基にした，障害のある学生の支援スタンダードの構

築。 

≪申請書様式２の「３．事業の内容」に記述してください≫ 
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③【事業の広域的な広がり】 

   事業が特定の大学等や地域に限定されることなく、広域的な広がりを想定し

た構想・計画であること。 

≪申請書様式２の「３．事業の内容」に記述してください≫ 

 

④【大学等のニーズ、社会のニーズに応える工夫】 

   大学等のニーズや社会のニーズを不断に収集・分析できる工夫や、それを踏

まえた柔軟な事業展開を図ることができる工夫が構想・計画されていること。 

≪申請書様式２の「３．事業の内容」に記述してください≫ 

 

⑤【連携体制・マネジメント体制】 

   事業を効果的に運営していくために、代表校を中心として連携校や参加機関・

参加企業等との連携体制に加え、事業のマネジメント体制が明らかにされてい

ること。また、これらの機関の役割分担や協力内容等についての考え方が明ら

かにされていること。 

  ≪申請書様式２の「４．連携体制・マネジメント体制」に記述してください≫ 

 

⑥【達成目標（アウトプット・アウトカム）の設定と自己評価】 

   【Ａ】①～④の推進について、その進捗状況を明確化する観点から、①～④

それぞれに関する定量的な指標を用いた達成目標（アウトプット・アウトカム）

を設定すること。 

   このほか、現状分析に基づいて申請事業独自の達成目標（アウトプット・ア

ウトカム）も設定すること。 

これらの達成目標をもちいて、自己評価を実施し、柔軟に事業を改善できる工

夫や仕組みが構想・計画されていること。 

※ 複数の定量的な指標を用いることが望ましいですが、必要に応じて定性的な指

標を用いることも可とします。 

≪申請書様式２の「５．達成目標の設定と自己評価」に記述してください≫ 

 

（２）選定件数 

○ 選定件数は２件（予定）  

 

（３）補助期間 

○ 最大３年間 

（国の財政事情等によりこれを必ず保証するものではありません）。 

※ 申請書に基づき取組が展開されているか、状況調査を行うことがあります。 

   

（４）事業規模 

○ 補 助 金 基 準 額：２２，５００千円（直接経費・初年度・年間） 

※ 上記の補助金基準額は、補助金額の上限です。 

※ 本プログラムにおいて、間接経費は措置しません。 

※ 公募にあたり、文部科学省において補助事業の上限額（総事業費の上限）を

設定することは致しません。総事業費に占める補助対象経費の総額が補助金

基準額を超える場合、その差額は自己収入等の財源により各大学等が負担す

ることとします。 
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※ 次年度以降の補助金基準額は、予算の範囲内で決定します。 

※ 選定された大学等は、補助期間中に関係機関や関係者との連携体制などを

整備し、補助期間終了後は自律的に①組織的なネットワークの維持・拡大、②

関係者の有機的連携の維持・拡大、③成果の集約・普及・展開、が可能となる

工夫を構想・計画してください。≪申請書様式２の「６．補助事業期間終了後

の継続性」に記述してください≫ 

※ 各年度の補助金額は、当該年度の全体予算額を踏まえ、取組の内容等を総合

的に勘案して毎年度決定します。 

 

３．プログラムへの申請 

 

（１）申請の対象機関 

国公私立大学及び高等専門学校を対象とします。（平成 29 年 4 月 1 日現在設

置されている大学、短期大学、高等専門学校であれば申請できます。） 

※学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第２条第２項に規定する国立学校、 

公立学校及び私立学校（学校法人が設置する学校に限る） 

※ １つの大学等が申請代表校として申請できる件数は１件とします。 

（申請代表校として複数件の申請はできません。） 

     ※ 申請は、大学等を単位とします。それ以外（学部、学部の学科、研究科、研究

科の専攻）の単位で申請することはできません。 

 

（２）事業者・申請者 

事業者は設置者、申請者は学長とし、本プログラムへの申請は、文部科学大臣

宛に行うこととします。申請できる取組は、国内の大学等が複数参加して実施す

る取組であるため、申請時点で、申請代表校・共同申請校（連携校）のすべて

の学長の了解を得ていることが必要であり、主となる一つの大学等が申請代表

校として申請してください。（申請は、複数の大学等の連携による共同申請と

し、単独での申請はできません。） 

選定された事業の事業者（申請代表校及び共同申請校（連携校））には、大学

改革推進等補助金を交付します。 

 

（３）事業責任者 

申請代表校において事業の実現を担う者で、事業の実現に中心的役割を果た

すとともに、その実現に責任を持つ者として、「事業責任者」を選任してくださ

い。 ※ 事業責任者は大学等に所属する常勤の教員とします。 

 

４.選定方法等 

 

（１）審査手順 

本プログラムの選定のための審査は、「社会で活躍する障害学生支援プラット

フォーム形成事業委員会」において行い、それをもとに、文部科学省において選

定事業を決定します。具体的な審査方法等については、審査要項を参照してくだ

さい。 

 

（２）委員会による意見 
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選定に当たっては、委員会の審議等を踏まえ、留意事項として事業の改善のた

めの取組を求めるか、又は参考意見を付すことがあります。 

※ 選定された大学等には、毎年度、事業の進捗状況及び経費の使用実績に関し

て、実績報告書の作成・提出を求め、事業実施に不十分な部分が認められる場

合には改善を求めます。 

 

５．申請書等の提出方法 

 

（１）提出方法 

申請書等を、平成 29 年 8 月 29 日（火）～8 月 31 日（木）の期間内に郵送して

ください（持ち込みは認めません）。封筒に「社会で活躍する障害学生支援プラッ

トフォーム形成事業申請書等在中」と朱書きの上、配達が証明できる方法（小包、

簡易書留、宅配便等）で余裕をもって発送し、上記提出期間内に必ず着くようにし

てください。（別添２も参照してください。） 

   【提出先】 

文部科学省 高等教育局 学生・留学生課 厚生係 

〒１００－８９５９ 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

０３－５２５３－４１１１（内線２５１９） 

 

（２）留意事項  

① 提出された申請書等については、本公募要領に従っていない場合や不備がある

場合も、差し替えや訂正は原則として認めません。また、提出された申請書等は

返還いたしません。 

② 申請書等において、著しい形式的な不備、審査における判断の根本に関わるよ

うな重大な誤りや虚偽の記載、記載漏れ等があった場合、審査の対象外となるこ

とがあります。 

 

６．その他 

 

（１）補助金の執行に関する留意事項 

選定され補助金の交付を受ける申請代表校及び共同申請校（連携校）の、学長、

事業責任者及び経理等を行う大学等の事務局は以下のことに留意してください。 

   ① 補助金の執行及び管理 

    本補助金の財源は国の予算であるため、補助金に係る予算の執行の適正化に

関する法律、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令等に基づ

いた適切な経理等を行わなければなりません。 

    また、調書、交付申請書、報告書等の作成や提出は、学長のリーダーシップ

の下に行うようにしてください。 

② 補助金の執行に係る事務 

補助金の執行に係る事務を適切に遂行するため、大学等の事務局が計画的に

経費の管理を行うようにしてください。その際、本プログラムの経理について

は、他の経理と明確に区分し、その収入及び支出の内容を記載した帳簿を備え、

その収入及び支出に関する証拠書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を

当該取組が完了した年度の翌年度から５年間保管してください（帳簿及び書類

については、年度ごとに５年間保管するのではなく、補助期間（３年間）の全
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てについて、補助期間終了年度の翌年度から５年間保存することに注意してく

ださい。）。 

なお、設備備品等を購入した場合は、それらが国から交付された補助金によ

り購入されたものであることを踏まえ、補助期間中のみならず、補助期間終了

後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従っ

て、その効率的運用を図るようにしてください。 

また、事業の実施過程で産業界と連携した取り組みを行う際に付随的に生じ

得る利益相反が深刻な事態へと発展することを未然に防止するため、適切な利

益相反マネジメントを行ってください。 

 

（２）補助金における不正等への対応 

不正等が発覚した場合、補助金交付要綱や「国公私立大学を通じた大学改革の支

援に関する補助金における不正等への対応方針」（平成 26 年 4 月 1 日高等教育局

長決定）に基づき、以下の措置を講じることとします。 

① 大学等に対する措置  

不正等があった補助金について、文部科学省は、大学等に対し、事案に応じ

て、交付決定の取消し等を行い、補助金の一部又は全部の返還を求めます。  

② 教員に対する措置  

不正等があった補助金について、文部科学省は、不正等を行った教員等に対

し、事案に応じて、補助金を交付しないこととします。  

③ 事案の公表 

不正等があった場合、当該不正事案の概要（大学等名、不正等の内容、講じ

られた措置の内容等）について、原則として公表することとします。 

④ 新たに公募するプログラム選定時における確認 

①②の内容については、新たに公募するプログラムを選定する際に参考とし

て活用することとします。 

 

（３）事業の公表等 

選定された大学等名や、事業概要等は文部科学省 HP で公表する予定です。 

※ 選定された大学等は、申請書、毎年度の取組状況及び成果等を各大学のウェ

ブサイトで公表することとします。 

 

（４）他の経費措置を受けて行っている事業との区分 

選定された事業が、文部科学省の大学改革推進等補助金、研究拠点形成費等補

助金等、国際化拠点整備事業費補助金又は独立行政法人日本学術振興会の国際交

流事業の補助金等による経費措置を受けているものと内容が重複する場合、本プ

ログラムの事業として経費措置を受けることができなくなりますので、申請に際

して、他の経費措置を受けて行っている事業との区分・相違などを十分整理して

ください。 

 本プログラムにおいて使用できる経費の種類は、原則として別添１に示すもの

とします。 

 

（５）事業の評価等 

補助期間終了後（補助期間開始から４年目の平成 32 年度）に事後評価を実施す

る予定です。  
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（別添１） 

経費の使途可能範囲 

 

本プログラムの補助対象経費として支出が可能な経費は以下のとおりです。本プロ

グラムの趣旨・目的に沿って経費を使用するよう、留意してください。また、申請に

あたっては、経費の使途の有効性を十分に検討し、事業計画に見合い、かつ、補助期

間終了後も取組が継続できるよう、補助期間における適切な規模の所要経費を算出し

てください。 

 

【物品費】 

①「設備備品費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な設備備品の購入、製造、据付等の経費に

使用できます。例えば、遠隔教育のための情報機器の購入及び据付に係る経費が

挙げられます。なお、設備備品と消耗品の区別については、補助事業者の規程等

に基づき行ってください。また、設備備品の購入等に際しては、本補助事業の遂

行に真に必要な場合に限るなど特に留意してください。 

また、建物等施設の建設、不動産取得に関する経費については使用することがで

きません。 

※設備備品費は、原則として補助対象経費の総額の７０パーセントを超えない

でください。 

②「消耗品費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な教育活動用又は事務用の消耗品の経費

に使用できます。例えば、ソフトウェア、図書・書籍（学生の教科書など学生が

負担すべき費用については、補助の対象となりません。）、事務用品等が挙げら

れます。 

    

【人件費・謝金】 

①「人件費」 

本補助事業を遂行するに当たり直接従事することとなる者の人件費に使用する

ことができます。例えば、大学等とステークホルダー等をつなぐコーディネーター

（事業目的に応じて記載）等の人件費が挙げられます。 

なお、人件費の算定に当たっては、補助事業者の給与規程等に従ってください。 

②「謝金」 

本補助事業を遂行するために直接必要な、専門的知識の提供、情報収集、資料

整理等について協力を得た人に対する謝礼に要する経費に使用できます。例え

ば、日本人学生のＴＡへの採用、講演等のために招聘した学識者に対する謝金

（事業目的に応じて記載）等が挙げられます。 

なお、謝金の算定は、補助事業者の規程等に従ってください。 

 

【旅費】 

本補助事業を遂行するために直接必要な国内旅費、外国旅費、外国人招聘旅費等

に使用できます。執行に当たっては必要人数を十分精査してください。特に外国旅

費の執行に当たっては、その必要性に十分に注意してください。 

なお、旅費の算定は、補助事業者の規程等に従ってください。 
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【その他】 

①「外注費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な外注※にかかる経費に使用できます。

例えば、設備・備品の操作・保守・修理（原則として当事業で購入した備品の法

定点検、定期点検、日常のメンテナンスによる機能の維持管理、原状の回復等を

行うことを含む。）等の業務請負、通訳・翻訳・校正（校閲）・アンケート調査

等の業務請負が挙げられます。 

  ※本費目は請負契約によるものに限ります。委任契約によるものは下記⑥「その

他(諸経費)の委託費として計上してください。 

②「印刷製本費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な資料等の印刷、製本に要した経費に使用

できます。例えば、会議資料、報告書、テキスト、パンフレット等の印刷製本に要

した経費が挙げられます。 

③「会議費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な会議・シンポジウム・セミナー等の開催

に要した経費に使用できます。例えば、会場借料、国際会議の通訳料、外部者が参

加する会議・レセプションに伴う飲食代（酒類は除く。）などが挙げられます。 

④「通信運搬費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な物品の運搬、データの送受信等の通信・

電話料等の経費に使用できます。例えば、郵便、電話、データ通信、物品運搬等の

通信、運搬に要する経費が挙げられます。 

⑤「光熱水料」 

本補助事業を遂行するために直接必要な電気、ガス、水道等の経費に使用できま

す。なお、本補助事業に係る使用量が特定できる必要があります。 

⑥「その他（諸経費）」 

上記の各項目以外に、本補助事業を遂行するために直接必要な経費として、例え

ば、物品等の借損及び使用にかかる経費、施設・設備使用料、広報費、振込手数料、

データ・権利等使用料（ソフトウェアのライセンス使用料等）、委託費※１等に使用

できます。 

また、他の大学等の機関、教員等と協力する事業について、委託費として当該機

関等で経費を使用することができます。 

なお、本事業の遂行に直接関係のない経費（酒類や後援者の慰労会、懇親会等経

費、本事業の遂行中に発生した事故、災害の処理のための経費等）には使用するこ

とはできません。 

外注費、委託費については、事業の根幹をなす業務については使用できません。 

※１ 本補助事業を遂行する上で必要となる補完的な定型業務である場合、当

該業務を委託（委任契約によるものに限る。）することができます。なお、

委託費は、原則として補助対象経費の総額の 50 パーセントを超えないでく

ださい。 
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（別添２） 

 

「社会で活躍する障害学生支援プラットフォーム形成事業」 

申請書の作成に当たって 

 

申請書等は、補助金の交付を申請しようとする学長及び事業責任者等があらかじ

め作成し提出するものであり、事業委員会の審査資料となるものです。 

 本プログラムへの申請は、文部科学省への申請書類（申請書類一式及び電子ファ

イル）の提出が必要です。提出期間は以下のとおりです。 

 審査は、これらの申請書類を基に行われます。提出後の内容変更に伴う差し替え

や訂正は認めません。誤記入や記入漏れがある場合には、審査の対象外となる、あ

るいは、誤ったままの状態で審査に付される可能性がありますので、十分にご注意

ください。 

 

 

申請書類の提出期間 

   平成２９年８月２９日（火）～８月３１日（木）【必着】 

 

 

提出部数 

  ○申請提出書（様式１）     【 １部】 

  ○申請書（様式２、様式３）   【１０部】 

  ○ポンチ絵１、２、３      【１０部】 

  ○ＣＤ－Ｒ（上記データ※）   【 １枚】 

   ※（ワード形式等およびＰＤＦ形式の両方） 

 

 

 

Ⅰ 「申請提出書」（様式１）の作成・記入要領 

 

 申請に当たっては、文部科学大臣宛の公文書（申請提出書（様式１））を作成してください。 

 

○ 文書番号、文書日付、代表校の名称、学長名、事業名称、共同申請校を記入し、公印を押印

してください。 

○ 申請代表校が作成をしてください。 

○ 提出方法は、Ⅳに従ってください。 
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Ⅱ 「申請書」（様式２）の作成・記入要領 

 

● 一般的留意事項について  

 

（１）申請書は原則としてパソコンを使用し、書式を以下のとおり設定して日本語で作成してください。 

 

 

  

 

 

 

 

申請書の用紙  Ａ４縦型 

１行当たり文字数  ４０字～４５字 

１ページ当たり行数  ４０行～４５行 

文字方向  横書き 

字体／文字の大きさ 
 ・明朝体／１０．５～１２を原則 
 ・ゴシック、太字、アンダーライン等は適宜可 

余白 左右２０mm程度 
印刷方法   両面印刷 

 

（２）申請書は、全事項にわたって通しでページを付してください。また、左横２カ所に穴を開けて、見

開きの体裁にしてください。 
 なお、作成に当たっては、所定の様式の改変（項目の順番入れ替え等）はできません。 

（３）申請書は１０部提出することとし、ファイル等にてまとめて綴じてください。厚さにより分冊になって

も構いませんが、極力１冊に収めてください。（ファイル背表紙等の作成例はⅢを参照） 

（４）申請書は、申請代表校が作成し、共同申請校（連携校）の同意を得た上で提出してください。 
 

 

 

１ 基本情報 について  

 
【申請代表校】 
（１）「大学名」欄：申請代表校の大学等の正式名称を記入してください。（法人名は記入しない） 
（２）「本部所在地」欄：申請代表校の本部キャンパスの住所を記入してください。 

（３）「設置者名」欄：申請代表校の設置者名を記入。その際、国立大学は国立大学法人の名称、公

立大学は地方公共団体又は公立大学法人の名称、私立大学は学校法人の名称を記入してく

ださい。 

 
【共同申請校（連携校）】 
（５）「共同申請校（連携校）】」欄：共同で申請する全ての①大学等名、②学長名、③本事業の取組

の中心となる研究科等が所在する都道府県名、④共同申請校における事業責任者名、⑤事業

責任者の所属や役職、を記入してください。大学等名を記入する際は法人名を省略してくださ

い。 
 
【参加校】 
（６）「参加校」欄：事業への参加・協力等を予定している（選定後の協力について、基本的な理解

を得ている）大学等の名称を記入してください。 
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【参加機関・参加企業等】 
（７）「参加機関・参加企業等」欄：連携を予定している（取組選定後の協力について、基本的な理

解を得ている）企業や団体などの名称を記入してください。 

 

【事業責任者】（申請代表校） 
（８）「事業責任者」欄：申請代表校において事業実施の中心的役割を果たし、申請書の内容につ

いて責任をもって対応できる方を指します。そのため、申請の時点で当該大学等の常勤の教員

である必要があります。 
なお、面接審査等を実施する場合に、原則として、事業責任者が質疑対応を行うことになりま

す。 
学長は申請における全体の責任者であり、事業を推進する事業責任者を兼ねることはできま

せん。 
 
【事務担当者】（申請代表校） 
（９）「事務担当者」欄：必ず連絡がとれる担当者（課長又は係長相当職の方）の氏名及び連絡先

等を記入してください。 
 
【事業の概要】 

（１０）「事業の概要」欄：申請する「事業の名称」及び「事業の全体像（４００字程度）」を簡潔に記述

してください。その際、申請する取組の内容を示す特徴的なキーワード（１０ヶ所以内）に下線を

付してください。 

 

また、上記とは別に事業概要が分かるポンチ絵（１ページ以内）を添付してください。【ポンチ

絵１】 

○Ａ４版横型（カラー可）とし、文字数や行数を考慮する必要はありません。 

○事業の名称、申請代表校を見やすい位置に明記してください。 

※ 選定された取組については、当該欄の内容（ポンチ絵を含む）を文部科学省Ｗｅｂサイトな

どで公表する予定です。 

  

２～６ について  

・取組（事業）について、可能な限り具体的な構想・計画を記載してください。 

・特徴的・重要な記述には下線を付してください。 

・必要に応じて図表や写真等を組み入れても構いません。 

・ポンチ絵２、３は、ポンチ絵１と同様に、Ａ４版横型（カラー可）で事業の名称と申請代表校を見やす

い位置に明記してください。 

  

７ 取組に関するデータや参考資料、補足説明資料等 について  

必要に応じて２～６の内容を補足するデータ、資料等をまとめ、出典等を付して記入、添付してくだ

さい。「●一般的留意事項について」の文字数や行数を考慮する必要はありません。必要に応じて図

表や写真等を組み入れても構いません。８ページ以内としてください。 
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Ⅲ 「申請書」（様式３）の作成・記入要領 

 

様式３ 事業に係る経費 について  

 ページ制限はありません。また、「●一般的留意事項について」の文字数や行数を考慮する必要は

ありません。なお、金額は千円単位で記入し、千円未満の端数は切り捨ててください。 

（１）平成２９年度の申請経費 

   当該年度（平成２９年９月以降（概ね７ヶ月））について、補助金申請額、自己負担額、事業規模

を記入してください。その他、以下のことに注意して記入してください。 

○申請額の内容について、経費区分（物品費、人件費・謝金、旅費、その他）毎に金額、積算

内訳を記入してください。 

○各共同申請校（連携校）に配分する経費が分かるよう、それぞれの積算内訳を記入してく

ださい。 

 

（２）平成３０年度、平成３１年度の申請予定経費 

   代表校、共同申請校（連携校）のそれぞれの内訳のシートの作成は不要です。 

 

（３）集計総表 

   他のシートと数字の齟齬が出ないよう注意してください。 
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Ⅳ 申請書等の提出方法について 

〔ファイル（Ａ４縦型）背表紙等の作成例〕 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               

 
 
 
                                
 
 
 
                                          
                               
 
 
 
                               
  
 
 
 
 
              【ファイル等に綴じる内容】 
 
（注） 

  （１）背表紙には『社会で活躍する障害学生支援プラットフォーム形成事業 申請書、○○大学（代表校

名）』と記載してください。   

（２）ファイルは市販のもの（フラットファイル等）を使用してください。 

（３）提出した申請書はファイル等も含め返却しませんので御注意ください。 

（４）「申請提出書」はファイル等に綴じないでください。（申請提出書にファイル等を添えて提出してくだ

さい。） 

（５）申請書（様式２） → 申請書（様式３） → ポンチ絵１、２、３ 

    の順番でファイル等に綴じてください。 

 

 

  

 

○
○
大
学 

申請書 

様式２ 

申 請 書

様式３ 

ポンチ絵 

（３枚） 

申請書 

申請提出書 

様式１ 

社
会
で
活
躍
す
る
障
害
学
生
支
援 

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
形
成
事
業
申
請
書 

1 

○○大学 

代表校名を記入 

代表校名を記入 

“「社会で活躍する障害学生支援プ

ラットフォーム形成事業」申請書（平

成２９年○月）”と記入 

□□□□□□ 

□□□□□ 

   ○ 

・申請書（様式２）と申請

書（様式３）は通しでペ

ージ番号を付す 

・ポンチ絵 はページ番 号

不要 
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（別添３） 

申請に関するＱ＆Ａ 

 

問１ どのような大学等が申請できるのか。 

平成 29 年４月１日現在設置されている大学、短期大学、高等専門学校（以下「大学等」とい

う。）であれば申請できます。なお、申請代表校に対しては、補助事業期間終了後も継続して連

携する大学等や企業等とのプラットフォームを維持し、関係機関や研究者等とのネットワークの

発展を目指していくことを求めます。申請代表校はその旨をご理解の上、将来にわたって我が国

における障害学生支援を先導する大学等として研究者の有機的連携や情報発信に取り組む意欲の

ある大学等である必要があります。 

また、本補助金は大学改革を推進するための補助金であるため、企業や福祉団体等が申請する

こと（補助金の交付を受けること）はできません。 

 

問２ 一つの大学等が複数の申請をすることは可能か。 

１つの大学等が申請代表校・共同申請校（連携校）として複数の申請をすることはできません。

ただし、ある事業の申請代表校（もしくは共同申請校（連携校））が他の事業の参加校となるこ

とは妨げません。 

 

問３ 申請代表校と共同申請校（連携校）と参加校では何が異なるのか。 

申請代表校は共同申請校（連携校）と協力しつつ、事業の公募への申請、文部科学省から交付

される補助金の執行（共同申請校（連携校）への分担金の配分を含む）及び事業の実施について

取りまとめを行います。申請代表校には、プラットフォーム形成や成果の普及展開など事業全体

について主導的な役割を果たすことが求められます。 

共同申請校（連携校）は、申請代表校とともに主体的に事業を実施・推進することが求められ

ます。そのため、共同申請校（連携校）は申請代表校を文部科学省からの補助金交付の窓口とし

て、事業実施に必要な経費の配分（分担金）を受け取ることができます。 

参加校は、申請代表校や共同申請校（連携校）が行う取組に参加するなど、事業に協力する大

学等（組織的な協力のみならず、教職員の個別の協力・連携等も含む）を想定しています。参加

校への分担金の配分はありません。（ただし、事業の実施に伴い例えば、申請代表校や共同申請

校（連携校）から参加校の教員や企業関係者に対する事業実施の協力に伴う旅費や謝金の支払い

や、申請代表校や共同申請校（連携校）が参加校に対して一部業務の委託をすることを妨げるも

のではありません。） 

 

問４ 申請に当たっては、他の大学等と連携しないといけないのか。単独の大学等が複数の企

業等と連携した取り組みは申請可能か。 

本プログラムは、大学等との組織的なネットワークを形成することも目的の一つとしているこ

とから、他の大学等との共同での事業実施を必須とし、単独の大学等による申請はできません。 

 

問５ 連携する大学等の数に上限や下限はあるのか。 

 特に上限・下限はありません。ただし、事業の内容や教育プログラムの内容のみならず、政策

的投資の波及効果の観点から連携する大学の数や連携内容についても、事業選定の際の評価の観

点の一つになり得ます。 
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問６ 申請する場合、企業等と連携することは必須なのか。 

福祉や労働行政機関、障害当事者団体、企業等との組織的なネットワーク形成も目的の一つと

していることから、これらの団体や機関と連携した事業を行うことが必要です。また、事業を実

施するにあたって、社会のニーズを的確に把握し、それに応える工夫をするためにも、企業等と

の連携が必要です。 

 

問７ 申請時点で、共同申請校（連携校）、企業等の了解を得ている必要があるか。 

共同申請校（連携校）については、すべての共同申請校（連携校）の長の了解を得ていること

が必要です。申請時点で了解を得ておき申請をしてください。申請時点で了解を得ていない場合

は、申請することはできません。 

 また、参加校や参加機関・参加企業等については、事業選定後の協力について、基本的な理解

を得ていることが必要であり、可能な範囲でその内容について申請書に記述してください。 

 

問８ 共同申請校（連携校）に対して補助金は交付されるのか。 

 申請に当たり、事業を連携して行うこととして共同で申請した大学等については、申請代表校

を文部科学省からの補助金交付の窓口として、事業実施に必要な経費の配分（分担金）を受ける

ことが可能です。（共同申請校（連携校）に対し必ず分担金の配分を求めているわけではありま

せん。事業の構想内容によっては、共同申請校（連携校）であっても、分担金の配分を行わない

とすることも可能です。） 

なお、参加校や参加機関・参加企業等は補助金の交付を受けることはできません。 

 

※ 分担金の有無に関わらず、事業の内容、事業期間、代表校・連携校の役割分担、分担金の

配分、大学等以外の機関との連携、経費の精算、報告書等、その他当該事業の適正な実施に

必要な事項について、代表校及び連携校の間で共同事業契約等を締結し、補助事業を行うよ

うにしてください。なお、一般的な手続は以下のとおりです。 

 

 

 

〔参考〕一般的な手続の流れ

①共同事業契約等の協議

②共同事業契約等の締結

代 連
③振 込 依 頼

表 携
校 校

④分 担 金 振 込

⑤事業変更に伴う共同事業契約の変更等

⑥実績報告(精算)

※③④⑥については、分担金がある場合
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問９ 既に複数大学等の間での連携した組織体や活動実績がある連携取組は申請が可能か。 

 既に連携した組織体や活動実績がある連携取組であっても申請は可能です。ただし、既存の取

組の補てん的な位置づけではなく、発展的な取組もしくは、新たな取組であることが必要です。 

 

問１０ 申請時点で連携する大学等の間の協定書、参加機関・参加企業等の承諾書や協定書は

必要か。 

 共同申請校（連携校）の長の了解を得ることや参加校や参加機関・参加企業等と事業選定後の

協力についての基本的な理解を得ておくことが申請書提出の前提となりますが、申請時点で協定

書等を提出いただく必要はありません。しかし、選定後には、これらの協定書等の文部科学省へ

の提出を申請校に対して求める予定です。 

 

問１１ 事業の一部が他補助金等により経費措置を受けている場合、どう扱えばよいのか。 

他の補助金等による経費措置との重複は認められません。本プログラムによる事業と明確に区

分することが必要です。 

 

問１２ 補助事業期間終了後も連携取組を行う必要があるのか。 

 補助期間終了後も継続して各種取組について積極的な事業展開を行うことが選定の前提となり

ます。 

 

問１３ 選定された場合、様式３に記載した内容で補助金が交付されるのか。 

 選定された場合は、別途、補助金の交付申請書を提出することになります。その際、審査状況

等を踏まえ、予算の範囲内で調整を行うことがありますので、採択された場合であっても、申請

書に記載した経費での補助金を交付するものではありません。また、補助金交付要綱等に沿わな

い経費の場合は、交付の対象にはなりません。 

 

問１４ 面接審査はすべての申請に対して実施するのか。 

 面接審査は委員会で必要とされた場合に行います。詳細については、面接審査を行うこととな

った大学等に個別に連絡します。 

 

問１５ 教員は自らの研究に本補助金を使用してよいのか。 

 本プログラムに係る経費は、障害のある学生への支援を支えていく組織的アプローチの土台と

なる大学等の連携プラットフォームを形成のために使用される必要があり、プラットフォーム形

成と無関係の教員の個別の研究活動に支出することはできません。 

 

問１６ 事業責任者について、人件費を支出することは可能か。 

 事業責任者は、申請時点で当該大学等の常勤の教員である必要があるため、人件費を本補助金

から支出することはできません。 

 

問１７ 本補助金から人件費を支出されている教員が、他の競争的資金を受けて教育研究を行

うことはできるか。 

 雇用上のエフォートを管理した上で研究等を行うことは可能です。その際は、本事業に従事し

た部分のみ、本補助金から支出可能です。なお、他の競争的資金において定められている使用ル

ールを必ず遵守してください。 
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問１８ 教員等を雇用する際、複数年度にわたっての雇用契約を結ぶことは可能か。 

 補助金の交付額は国の毎年度の予算に影響を受けるため、事業実施期間途中で補助金の減額、

打ち切り等が行われる場合がありますが、各大学等の責任において、複数年度にわたって雇用契

約を結ぶことを否定するものではありません。ただし、本補助金は会計年度をまたがって使用す

ることはできないため、仮に複数年度に渡って雇用契約を結ぶ際は、以下の点に十分注意してく

ださい。 

・ 当該年度に発生した給与等は、当該年度に交付された補助金にて支払うこと。 

・ 退職金を支給する際は、補助金から支出できる退職金の算定対象期間は、補助事業に係る

期間のみであること。（複数年度の勤務に対する退職金や、積立金としての退職引当金につ

いては、補助金を充当できません。） 

 

問１９ 学生へ奨学金や交通費、旅費などを支給することは可能か。 

 本プログラムは、事業計画の実施に係る大学等の経費に使用されるものであり、学生個人に課

される費用は対象としていません。したがって、学生への奨学金の支給や、学生個人が負担した

交通費の立替払いのような支出に関しては、原則、本補助金から支出することはできません。 

本補助金は学生の修学に係る経費を補助することを直接的な目的とする補助金ではないため、

原則、旅費は学生には使用できません。また、学生の資格試験等の受験料についても、資格試験

等の結果が資格取得や能力認定として学生個人に還元されることから、本補助金から支出するこ

とはできません。 

 

問２０ 事前に個別相談を行うことは可能か。 

 本プログラムの趣旨等をご理解いただくことを目的とし、事前に個別相談を行うことは可能で

すので、担当までお問い合わせください。なお、個別相談は、申請前の事前審査を行うものでは

ありません。 

 

  



19 

 

 

問合せ先等 

 

（１）担当 

 

文部科学省 高等教育局 学生・留学生課 厚生係 

０３－５２５３－４１１１（内線２５１９） 

 

 

（２）スケジュール 

  

  公募締切    平成２９年８月２９日（火）～８月３１日（木） 

 

書面審査    平成２９年９月上旬 

  

（面接審査    平成２９年９月上旬～中旬）※必要に応じて実施 

  

 選定結果通知  平成２９年９月中旬～下旬 

  

 交付内定    平成２９年９月下旬（予定） 

  

 （事業開始） 

 


